
平成 29 年 4 月      

東京税関業務部 

 

関 係 各 位 

 

 

 

関税暫定措置法第８条に係る取扱い等について 

 

 

今般、関税暫定措置法第８条について、取扱いの一部が変更になりましたので、以下のと

おりお知らせいたします。 

 

【変更の概要】 

１. 平成２９年度関税改正にかかる変更 

   「関税定率法別表第9401.90号の1に該当する製品のうち自動車に使用する種類のもの」

を、法第８条の対象から除外 

 

 ２. 加工再輸入免税マニュアルの改正及び取扱いの変更 

 （１）生地見本の提出省略 

 （２）裏落とし業務の簡素化 

 （３）減税対象となる原材料の輸出申告価格の確認申告書への記載方法の変更 

   ※改正後の「加工再輸入減税マニュアル」は、税関ホームページを参照

http://www.customs.go.jp/tsukan/zanpachi/index.htm 

      

 

【施行日】平成２９年４月１日 

 

【添付資料】（別添１）関税定率法等の一部を改正する法律案要綱 

      （別添２）関税定率法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等 

に関する政令案要綱 

（別添３）関税定率法等の一部を改正する法律（平成29年法律第13号） 

（別添４）関税定率法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等 

 に関する政令）（平成29年政令第127号） 

（別添５）新旧対照表（関税暫定措置法基本通達）(蔵関第1150号)  

（別添６）加工再輸入減税マニュアル改訂のポイント（2017年4月） 

 

 

 

 
【問合せ先】 

東京税関業務部通関総括第2部門 (電話 03-3599-6338) 



関税定率法等の一部を改正する法律案要綱

 最近における内外の経済情勢等に対応するため、次により、関

税率等について所要の改正を行うとともに、税関における水際取

締りの強化等を図るための所要の改正を行うこととする。  

１．個別品目の関税率の見直し

  学校等給食用の脱脂粉乳に対する関税の軽減措置の対象に、

企業主導型保育事業に係る保育施設を追加するとともに、パラ

―ニトロクロロベンゼン及び玩具の関税率の撤廃等を行うこ

ととする。（関税定率法別表並びに関税暫定措置法別表第１及

び別表第１の３関係）

２．税関における水際取締りの強化

(1) 外国貿易機等の運航者等に対し、その出港の前に、当該外

国 貿 易 機 等 に 係 る 予 約 者 情 報 等 に つ い て 報 告 を 求 め る こ と

ができることとする。（関税法第 17 条、第 17 条の２、第 20

条及び第 20 条の２等関係）  

(2) 特殊船舶等の出港手続等に係る規定を整備することとす

る。（関税法第 17 条の２及び第 20 条の２等関係）  

(3) 外国貿易船等又は外国貿易機等が入出港する際の報告事

項について、原則として電子情報処理組織を使用して報告し

なければならないこととする。（関税法第 15 条、第 15 条の

３、第 17 条～第 18 条の２、第 20 条及び第 20 条の２関係） 

３．犯則調査手続の見直し

  国税犯則調査手続の見直しを踏まえ、関税法上の犯則調査手

続について、記録命令付差押えの新設その他の電磁的記録に係

る記録媒体に関する証拠収集手続等の規定を 整 備 することと

する。（関税法第 11 章等関係）  

４．暫定税率等の適用期限の延長等

(1) 平成 29 年３月 31 日に適用期限が到来する暫定税率並びに

特 別 緊 急 関 税 制 度 及 び 牛 肉 又 は 豚 肉 に 係 る 関 税 の 緊 急 措 置

（牛肉の発動基準数量の算出基礎の特例を含む。）について、

こ れ ら の 適 用 期 限 を １ 年 延 長 す る 等 所 要 の 改 正 を 行 う こ と

とする。（関税暫定措置法第２条及び第７条の３～第７条の

６等関係）

(2) 平成 29 年３月 31 日に適用期限が到来する航空機部分品等

（別添１）



の免税制度及び加工再輸入減税制度について、これらの適用

期限を３年延長する等所要の改正を行うこととする。（関税

暫定措置法第４条及び第８条関係）  

 (3) 平成 29 年３月 31 日に適用期限が到来する沖縄における特

定免税店制度及び選択課税制度について、これらの適用期限

をそれぞれ３年及び２年延長することとする。（関税暫定措

置法第 13 条及び第 14 条関係）  

 

５．その他  

  その他所要の規定の整備を行うこととする。  

 

６．施行期日  

  この法律は、別段の定めがある場合を除き、平成 29 年４

月１日から施行することとする。  

 



関税定率法等の一部を改正する法律の施行に伴う

関係政令の整備等に関する政令案要綱  

１．関税定率法等の一部を改正する法律の施行に伴い、次により

関係政令の整備を行うこととする。  

(1) 外国貿易機等が入港する際に報告しなければならない旅

客等に関する事項の報告時期を前倒しするとともに、外国貿

易機が入港する際に報告しなければならない積荷に関する

事項を拡充するほか、外国貿易機等が出港する際の報告事項

等を定めることとする。（関税法施行令第 13 条～第 18 条の

２関係）  

(2) 犯則事件の調査及び処分に係る手続について、許可状請求

書の記載事項等を定めるほか、所要の規定の整備を行うこと

とする。（関税法施行令第９章関係）  

(3) 農林漁業用Ａ重油の暫定税率を廃止し、基本税率により現

行の水準（無税）を維持することとしたことに伴い、無税を

適用する農林漁業用Ａ重油の証明方法等の規定を、関税暫定

措置法施行令から関税定率法施行令に移行することとする。

（関税定率法施行令第 57 条～第 61 条の２及び第 73 条並び

に関税暫定措置法施行令第６条、第 32 条及び第 33 条等関係） 

(4) 革製の自動車用腰掛けの部分品を加工再輸入減税制度の

対象から外したことに伴い、同制度の適用を受ける原材料等

に関する規定から、革製の自動車用腰掛けの部分品に係る条

項を削除することとする。（関税暫定措置法施行令第 20 条第

７項及び第８項関係）  

２．尾鷲港を開港から削除するとともに、新石垣空港を税関空港

に指定することとする。（関税法施行令別表第１～別表第３関

係）  

３．違約品等を再輸出等する場合の関税の払戻し等に係る手続に

ついて、保税地域への搬入期間の延長の承認申請書の提出先に

輸出申告税関を追加する等の規定の整備を行うこととする。

（関税定率法施行令第 56 条の２等関係）  

４．特別緊急関税制度について、オーストラリアを原産地とする

飼料用麦の輸入基準数量の算出等に関する所要の規定の整備

を行うこととする。（関税暫定措置法施行令第 14 条関係）  

（別添２）

mitsuhashiy
テキストボックス



５．特恵関税制度について、次の改正を行うこととする。  

 (1) 特恵受益国等からウルグアイ、セントクリストファー・ネ

ーヴィス及びチリを除外することとする。（関税暫定措置法

施行令別表第１関係）  

 (2) 特恵関税の便益を与えない物品として、タイ又は中国を原

産地とする特定の物品を指定することとする。（関税暫定措

置法施行令第 25 条第２項関係）  

６．アフガニスタン及びリベリアの世界貿易機関への加入に伴い、

便益関税の適用国からこれらの国を除外することとする。（関

税定率法第五条の規定による便益関税の適用に関する政令別

表関係）  

７．関税割当制度の適用を受ける物品につき平成 29 年度又は同

年度上期の関税割当数量を規定することとする。（関税割当制

度に関する政令別表関係）  

８．輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社が運営する電子

情報処理組織を使用して行うことができる国際運送貨物に係

る税関手続を追加することとする。（電子情報処理組織による

輸出入等関連業務の処理等に関する法律施行令別表等関係）  

９．相殺関税又は不当廉売関税の課税等の求めができる本邦の産

業に利害関係を有する者に係る要件を見直すこととする。（相

殺関税に関する政令第３条及び不当廉売関税に関する政令第

５条関係）

10．その他所要の規定の整備を行うこととする。  

11．この政令は、別段の定めがある場合を除き、平成 29 年４月

１日から施行することとする。  



（別添３）
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（別添４）
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加工再輸入減税マニュアル改訂のポイント（2017 年 4 月） 

※各項目の“→”で、マニュアルの改訂箇所を記載。 

１．平成 29 年度関税改正関係 

カーシートレザーを暫８対象から除外することに伴う改訂 

平成 29 年度関税改正によりカーシートレザーが暫８の対象製品から除外されたことに

伴い、カーシートレザーの項目を削除した。 

→Ⅰ《加工再輸入減税制度の概要》 ２．(p６) 

２．手続の簡素化関係 

（１）生地見本の提出省略 

 加工・組立輸出貨物確認申告書に同一性の確認に必要な事項（生地の規格等）が

記載されている場合には、（再輸入確認のための措置として輸出申告の際に提出を

求めている）生地見本の提出を省略可能とする取扱いに変更した。また、関係書類を

ＭＳＸ業務により提出する場合の手続を明記した。 

→Ⅱ《輸出通関手続関係》 １．～６.(p11、p13、p15～p18) 

→Ⅲ《輸入通関手続関係》 １．(p19)、６.(p28)、７.（ｐ32）、８.（p34～p35）及び 

11．(p36) 

→Ⅴ《Ｑ＆Ａ》 NO.21 及び NO.22(p125～p127) 

（２）裏落し業務の簡素化 

暫８を適用せずに輸入した際には、附属書の裏落し業務を不要とし、次回暫８を適用し

て輸入する際に、暫８を適用しなかった分の輸入申告書類を提出させ裏落しを行う取扱

いに変更 

→Ⅲ《輸入通関手続関係》 13．(p36～p37) 

→Ⅴ《Ｑ＆Ａ》 NO.35(p131)、NO.44(p134)及び NO.47 (p135) 

３．その他 

減税対象となる原材料の輸出申告価格の確認申告書への記載方法の変更（契約通貨

→円貨） 

→Ⅱ《輸出通関手続関係》３．(p14) 

→Ⅴ《Ｑ＆Ａ》 NO.54(p138) 

（以上） 

（別添６）
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